2011年度政府予算編成に関する要請報告（財務省、総務省）

日頃のご健闘に敬意を表します。

さて、2010年7月28日・29日に、2011年度政府予算編成に関する総務省、財務省要請行動を実施しました。

詳細は、以下をご参照下さい。

【総務省要請】

　2010年7月28日10時30分から総務省要請を行った。自治労からは、岡本書記長、石上総合政治政策局長、太田政治局長が参加した。総務省は、小川政務官が対応した。

　冒頭、岡本書記長、石上総合局長が「2011年度予算編成においては、地方財政の充実、地方分権に対応した税財政制度の抜本改革、地方公務員の総人件費抑制政策の見直しをお願いしたい。2010年度予算において地方交付税が1.1兆円増額されたが、地方にとってプラスの効果は大きい。来年度予算において、交付税総額が確保されるか危惧しているところ。この10年、地方は努力して、人件費等を削減してきた。国・地方合わせたプライマリーバランス目標のために、国が地方に赤字をつけ回すとすれば問題だ。2010年度予算では、地方交付税の総額確保を強くお願いしたい。また、子ども手当については、地域主権という点からも地方に負担が生じることのないよう対応をお願いしたい」と述べ、「2011年度政府予算編成に関する要請書」を提出した。

　これに対し、小川政務官から、「2011年度予算については、全体で1割削減となるが、地方交付税については、別枠として避けられそうな見通し。しかし楽観する状況ではない。国・地方合わせたプライマリーバランスは、国の不足分の地方押し付けで、通る話ではない。徹底的に地方の立場で議論せねばならない。子ども手当は、現在の政治情勢では、2010年度限りで元の児童手当に戻る可能性も考えられる。そもそもは控除から手当へという政策の変化が背景にある。所得税・住民税の扶養控除が廃止された増収分を子ども手当の財源に充てるのが基本であるが、別の分野に使いたいという地方の思いは理解できる。議論せねばならないが、国・地方お互いが納得した上でスタートした経過もあり、来年度についてはそれも踏まえて協議を行っていきたい。しっかりと真摯に受け止めて、最大限配慮をしていきたい」と回答した。

　最後に、自治労側から、「地域主権を前に進めて頂きたい。地域主権戦略大綱に基づいた法案成立に向けて頑張って頂きたい。公務員人件費抑制については、一部の党の提案に乗るようなことのないようお願いしたい。公務員人件費は少なければ少ないほど良いという風潮があるが、公務員として働く人にも思いがある」と要請し、小川政務官から「しっかりと要請に応えたい。他党との連携について、自治労の思いは理解した」との回答を受け、要請を終了した。

【財務省要請】

　2010年7月29日13時から財務省要請を行った。自治労からは、加藤副委員長、石上総合政治政策局長、南部政策局長、太田政治局長が参加した。財務省は、大串政務官が対応した。

　冒頭、加藤副委員長が、「2011年度政府予算編成においては、地方財政の充実、地方分権に対応した税財政制度の抜本改革、地方公務員の総人件費抑制政策の見直しをお願いしたい。2010年度予算において地方交付税が1.1兆円増額されたが、2011年度予算についても交付税総額の堅持をお願いしたい。来年度も財政が厳しい状況にあることはわかるが、交付税については確保を強く要請する。また、公務員の総人件費抑制については、単純に減らせば良いという話ではない。2割削減というのは全く容認できない。一括交付金については、実質的に地方に有意義な仕組みの構築をお願いしたい」と述べ、「2011年度政府予算編成に関する要請書」を提出した。

これに対し、大串政務官は、「概算要求基準では、自民党政権時代と異なり、地方の財源を保障する、国民の生活を支える社会保障は自然増分を確保するという政権としての方向性を示したつもり。社会保障分野など、需要のある点に目を向けねばならない。毎年削減した自民党時代と同じであってはならない。今後、9月～12月の予算編成過程がポイントとなる。衆・参ねじれ国会となり、他党との政策協議が必要だが、自分たちの軸を守りながら交渉したい。佐賀の地元にいると、地方の疲弊がよくわかる。一括交付金化については、9月～12月に、投資的経費をどうするかという具体的作業に入る。地域主権の実現に向けて、しっかり頑張っていきたい。今回の政権交代はバランスを取れという国民の声だと考えている。他党とも丁寧な議論を行い、政策をしっかりつくっていきたい」と回答した。

最後に、自治労側から、「地方を重視した予算編成に取り組んでほしい」と強く要請し、大串政務官から「知恵を凝らしながら頑張っていきたい」との回答を受け、要請を終了した。

以　上

